
対処方針改定の考え方

改定した対
処方針

社会経済
活動の本格
回復・定着
化に向けた
取組強化

コロナとの共存・共生の定着化

現行対処方
針（令和４
年４月改定
版）

軸足をコ
ロナ対策か
ら日常生活、
社会経済活
動へ徐々に
移す。

感染状況

◆９月末頃での一定レベルで
の抑制に向けて安定した減少
傾向を維持。重症者・死者も
一定レベルでの抑制維持
◆高齢者施設、医療機関クラ
スターの散発的発生は要注意
◆年末に向けて感染力の高い
新たな変異株の出現やインフ
ル流行に注意

コロナウイルス との共生のため の制度改善・抜本 的

体制整備。国民 意識の変化

地方経済・住
民生活の疲弊

◆感染長期化、
ｳｸﾗｲﾅ情勢等に
伴う経済の疲
弊、住民生活
の疲弊⇒企業
経営への打撃
顕在化

時期的特性上、人流活
発化、密環境の生起

◆冬場への移行期
◆行楽期での人流・交
流・接触機会増大
◆
◆各種行事、ｲﾍﾞﾝﾄ復
活・活発化
◆台風等での災害避難

住民感情

◆油断、解放
感
◆一部に慎重、
過度の恐れ
◆経済回復・
地域活動回復
への期待増大

ワクチン接種効果

◆３回目接種、全対象
者の65％まで進捗
◆12歳未満接種の継続
◆特定対象者４回目接
種促進
◆ｵﾐｸﾛﾝ株対応ﾜｸﾁﾝの
追加接種（12歳以上）

治療薬・治療法
の開発・普及

◆これまでの治
験ﾃﾞｰﾀによる効
果的治療法普及
◆治療薬の開発
（国産を含
む）・薬事承認

医療提供・保健
衛生体制の改善

◆新規ｺﾛﾅ病床、
宿泊療養施設確
保
◆自宅療養者ケ
ア体制充実
◆発熱外来拡充
◆感染拡大時の
保健所体制強化

ｺﾛﾅとの共生に
向けた取組

◆検査体制の
拡充（無料検
査、検査キッ
ト配分等）
◆療養期間短
縮・全数把握
簡略化 等
◆ｲﾍﾞﾝﾄ入場制
限緩和 等

地域活
動・行事
活性化

◆民間事
業所・団
体の取組
◆地域の
各種取組
◆お祭り
等の復活

社会経済活
動回復支援
事業展開

◆地方創生
臨時交付金
LINEｸｰﾎﾟﾝ、

旅割、農林
業者・中小
企業者応援
事業等

副次的・波及的
被害の顕在化

◆コロナ感染発
症の他、生活困
窮、高齢者ﾌﾚｲﾙ、
受診控え、家庭
内ﾄﾗﾌﾞﾙ、失職、
自殺、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ格
差等顕在化

ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅ時代
に向けて

総合計画後
期基本計画、
総合戦略、
ＤＸ推進計
画 等

コロナ
対策の
抜本的
見直し
の動き

補足資料 「対処方針改定におけるコロナ対応の全体イメージ」



「改定方針におけるコロナ対応の全体イメージ」 補足資料

コロナウイ
ルスの特性

季節性インフルエンザや既存コロ
ナに近い感染状況になる可能性

病毒性

感染力

【第７波まで】 【今 後】

弱毒化の傾向

感染力は高まる傾向

全体的な直接的健康被害は減少
の方向。一方、重症化リスクの
高い人々のケア、感染者の後遺
症の影響は考慮必要

実 害
直接的健康被害
(重症化・死亡・後
遺症)

致死率・重症化率低下

波及
的・副
次的被
害

医療・保健
衛生体制の
確保

受入れ医療機関

医療・保健ｽﾀｯﾌ
治療薬・治療法

ワクチン接種

日常生活、
社会経済活
動

生活困窮、企業経営困難

健康・発育への悪影響

イベント等

消費・観光
事業経営
地域活動

メンタル面での障害・ﾄﾗﾌﾞﾙ

地域コミュニティ・見守り疎外

コ
ロ
ナ
禍

拡大・顕在化の傾向 波及的・副次的被害の実態調査、
緊急的・中長期的対策が必要

対
応
策 事業所での感染対策

家庭・個人の新たな生活様式

法的根拠をもって拡充・強化

コロナ受入れ医療機関の拡充
医療・保健スタッフの確保
コロナ対応業務軽減
効果的治療薬・治療法の開発・普及
万能ﾜｸﾁﾝ・吸入ﾜｸﾁﾝ等の開発

定着化 感染防止策の定着化による感染ﾘｽｸ低
減

大幅回復・拡充の余地が増大

「行動制限」等の対応は不要となり、
強化したコロナ対応基盤を踏まえた、
より積極的な取組が必要⇒波及的被
害低減への効果も期待

ｺﾛﾅｳｲﾙｽの特性変化や最大のネックであった医療保健衛生体制の拡充・強化により、
社会経済活動重視への本格シフトが可能となった。


